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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

  きやまＲＥＳＡＳデジタルアカデミー事業 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

  佐賀県三養基郡基山町 

 

３ 地域再生計画の区域 

  佐賀県三養基郡基山町の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

基山町は、福岡県筑紫野市と小郡市に隣接する佐賀県の東の玄関口で、国道３号、

九州縦貫自動車道、ＪＲ鹿児島本線が通る九州の交通の要衝となっている。そのた

め、これらの地の利を活かし企業誘致を進めるとともに、福岡都市圏のベッドタウン

として発展してきた。基山町の総人口は、2000年の 19,176人をピークに減少傾向と

なり、2010年には 17,837人となっている。特に 15歳から 34歳の若年層の転出割合

が高い状況にあり、これは高校や大学等への進学又は就職、結婚等が要因と考えられ

る。また本町の合計特殊出生率（1.25：H20～H24）は、国県の平均に比べて特に低い

状況にあり、年少人口割合の低下など少子化が進んでいる。更に今後は老年人口割合

が急激に上昇することが予測されている。このため、若年層の町外への流出を抑制

し、町内への転入を促進していくことが喫緊の課題である。 

【参考】年齢３区分別人口の推移と将来推計 

   年少人口（０～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上） 

 
出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 

（2013年(平成 25年)３月推計」 

 

このような中、基山町では平成 28年４月に基山町立図書館を新設し、多世代が集

うアカデミックサロンとして活用し、地域情報拠点かつ交流人口拠点としての機能

の充実を目指している。平成 29年１月には目標としていた年間８万人の来場者数を
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上回って、約９か月で１０万人目の来館者を迎えた。 

基山町まち・ひと・しごと創生総合戦略の施策の一つに「まなびの場を活かした

まちづくり」を掲げ、多様な資料等を提供し、様々な題材をテーマにした講演会や交

流会等を行い、多世代を交えた学びの機会を創出するとともに、これからの社会に必

要な情報・スキルを学び、町民同士が向上し合うアカデミックサロンの構築を目指

し、新たな事業に取り組んでいる。 

本計画では、町立図書館にＩＴ機器等の整備を進め、地方創生の実現に向けて提供

されるＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）などのビッグデータを活用したデジタル

アカデミー事業を展開し、ＩＴスキルを用いて地域課題を分析・解決する町民の育成

を図る。生活に必要な地域情報の提供を基盤に専門資料や関連データベースなどを

利活用し、将来的に就労や起業に役立つ町民のＩＴスキルを向上させるとともに、地

域の課題分析や解決策を提案する機会を創出し、町民自らがＲＥＳＡＳ等を活用し、

経験と勘だけでなくデータに基づいて考え道を切り開く、２１世紀のまなびの場に

相応しいアカデミックサロンとしての魅力づくりを進め、町の活性化を目指す。 

 

 

【数値目標】 

事業 デジタルアカデミー事業 
年月 

ＫＰＩ 地域の課題解決プラン提案数 

申請時 ０件 Ｈ29.3 

初年度 ３件 Ｈ30.3 

２年目 ３件 Ｈ31.3 

３年目 ３件 Ｈ32.3 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

  IT スキルを用いて地域課題を分析・解決する町民を育成し地域を活性化するため、

町の地域情報拠点かつ交流人口拠点である町立図書館で、「きやま RESAS デジタルア

カデミー事業」や趣味の場からプチ就労への準備事業である「ようこそ井戸端会議

へ！プロジェクト」を実施する。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する

特例（内閣府）：【A2007】 

 

（１）事業名：きやまＲＥＳＡＳデジタルアカデミー事業 

 

（２）事業区分：人材の育成・確保 

 

（３）事業の目的・内容 

 （事業の目的） 

基山町の地域情報拠点かつ交流人口拠点である基山町立図書館を通じ、地方創生
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の実現に向けて提供されるＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）にて、ビックデー

タを活用した情報の収集と地域課題の分析、解決のためのプランを提案するなど、

町民の地域課題解決力の習得を目指す。 

また、同時に 21世紀に必須となるＩＴスキル（ＳＮＳ等情報発信スキルやプレゼ

ンテーションツール活用のスキル）の習得を図り、将来の町を支えるＩＴスキルの

ある人材を育て、地域の活性化を目指すとともに、ＩＴを活用する人材育成に力を

注ぎ、創業者支援、地域経済の活性化を見据えた魅力ある町としてアピールするこ

とにより、若者の定住促進を図るとともに移住者の定住促進を目指す。 

 

（事業の内容） 

地域情報拠点かつ交流人口拠点である基山町立図書館にＩＴ機器を整備し、ＩＴ

スキルアップのための講義をはじめ、各種データベースやＲＥＳＡＳを活用した情

報収集と地域の課題分析、解決プランの立案講義等を開催し、地域人材の育成を推

進するとともに町の活力増進を図る。中学生から大人までを対象としたビックデー

タ利活用の講習会等を実施し、参加者はＲＥＳＡＳを活用した地域の課題解決プラ

ンの立案講義を受講後、習熟度に応じた課題解決プランを作成する。提案された課

題解決プランは、町の施策として積極的に活用を検討する。 

 

→各年度の事業の内容 

きやまＲＥＳＡＳデジタルアカデミー事業 

 初年度） 

事業のために必要なパソコン等のＩＴ機器等の整備を行い、事業を運営する委託

業者を選定し契約締結後に事業に着手する。事業は６月から１月の期間に実施し、

年度末に事業結果の検証を行い、次年度に向けた取り組み方針を決定する。 

 

 ２年目） 

前年度から引き続き事業を実施する。年度末に事業結果の検証を行い、次年度に

向けた取り組み方針を決定する。 

 

 ３年目） 

前年度から引き続き事業を実施する。年度末に事業結果の検証を行い、次年度に

向けた取り組み方針を決定する。 

 

（４）地方版総合戦略における位置づけ 

基山町まち・ひと・しごと創生総合戦略では、基山町の歴史的観光物である基肄

城跡や長崎街道など、郷土の先人たちより守り受け継がれてきた誇りある歴史的

文化を保全し、郷土愛の醸成や次世代への継承の取組みを継続しつつ、これから

の情報化社会に対応するため、基山町立図書館を多世代が集うアカデミックサロ

ンとして活用し、地域情報拠点かつ交流人口拠点としての機能の充実を図ること

としている。 

総合戦略の基本目標「⑤自然と歴史・文化・スポーツを活かしたまちづくり」を

達成するための、具体的な施策及び KPIとして、「図書館による多様な学びを基盤
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としたアカデミックな人材育成事業（データベース利用者数：1,500人、イベント

参加者数：1,200人（H31年度））」、「図書館による地域情報発信事業（図書館への

来館者数：85,000人、HPへのアクセス数：11,000人（H31年度）」を定めており、

本事業は目標達成に直接寄与するものである。 

 

（５）事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標（ＫＰＩ）） 

事業 デジタルアカデミー事業 
年月 

ＫＰＩ 地域の課題解決プラン提案数 

申請時 ０件 Ｈ29.3 

初年度 ３件 Ｈ30.3 

２年目 ３件 Ｈ31.3 

３年目 ３件 Ｈ32.3 

 

（６）事業費                      （単位：千円） 

デジタル 

アカデミー事業 

年 度 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 合 計 

事業費計 2,600 600 600 3,800 

区分 

需用費 550 100 100 750 

委託料 540 500 500 1,540 

備品購入費 1,510 0 0 1,510 

 

（７）申請時点での寄附の見込み 

年度 H29 

計 
法人名 金属精製業者 

空調機器 

メーカー 

精密機器 

メーカー 

見込み額（千円） 100 300 300 700 

 

（８）事業の評価の方法（PDCAサイクル） 

 （評価の手法） 

事業の KPI について、基山町まち・ひと・しごと創生推進会議により事業結果

を検証し、改善点を踏まえて事業手法を改善することとする。 

 

 （評価の時期・内容） 

毎年度３月末時点の KPI の達成状況や効果などについて、事業実施担当課が確

認し、外部有識者等により構成された基山町まち・ひと・しごと創生推進会議に

より検証のうえ、次年度以降の施策にフィードバックする。 

    

  （公表の方法） 

    目標の達成状況については、検証後速やかに基山町ホームページ、情報公開

コーナーにて公開する。 
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（９）事業期間 

   平成 29年４月から平成 32年３月まで 

 

５－３ その他の事業 

５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

     該当なし 

 

５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

（１）趣味の場からプチ就労への準備事業 

  内  容 子育て世代を対象にした、多世代交流の場を設けたワークショップや

子育て経験者が講師となり「知りたい、学びたい、触れたい」と思

う講座の開催 

  実施主体  基山町 

  実施期間 平成 28年度～平成 30年度 

 

（２）子育て環境づくり「カフェの集い」事業 

  内  容 子育て世代を対象にした「つどい・語る」場や交流を図れるようなワ

ークショップや講座の開催 

  実施主体  基山町 

  実施期間 平成 28年度～平成 30年度 

 

（３）図書館アカデミックサロン「プログラミング教室」事業 

  内  容 小学５年生以上を対象に図書館の本を読み説きながら、簡単なプログ

ラミングを作成する。 

  実施主体  基山町 

  実施期間 平成 28年度～平成 31年度 

 

（４）基山町創業支援事業 

  内  容 ビジネスゲームで企業経営を疑似体験し、マーケティングやマネジメ

ントなどを学ぶ。町の創業支援制度の紹介も行う。 

  実施主体  基山町商工会 

  実施期間 平成 28年度～平成 31年度 

 

６ 計画期間 

地域再生計画認定の日から平成 32年３月 31日まで 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

７－１ 目標の達成状況に係る評価の手法 

事業の KPI について、基山町まち・ひと・しごと創生推進会議により事業

結果を検証し、改善点を踏まえて事業手法を改良することとする。 

 

７－２ 目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 
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毎年度（７月予定）に外部有識者等により構成された基山町まち・ひと・し

ごと創生推進会議による効果検証を行い、取り組み方針を決定する。 

 

７－３ 目標の達成状況に係る評価の公表の手法 

目標の達成状況については、検証後速やかに基山町ホームページ、情報公開

コーナーにて公開する。 

 

 


